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入 札 公 告 

 

白山石川医療企業団が発注する公立松任石川中央病院第七次増改築工事(１期)建築につい

て次のとおり実施するので、白山石川医療企業団財務規程（平成２０年白山石川医療企業団

企業管理規程第４９号）第４９条の規定により公告する。 

１ 入札公告日 

令和６年１０月２２日（火） 

 

２ 発注者 

白山石川医療企業団 企業長 卜部 健 

石川県白山市倉光三丁目８番地 

 

３ 総合評価方式による制限付き一般競争入札に付する事項 

(１)工 事 名   公立松任石川中央病院第七次増改築工事（１期）建築 

(２)工事場所   石川県白山市倉光三丁目 地内 

(３)完成期日   令和９年１月３０日 (全額債務負担行為) 

(４)工事概要   新病院 (鉄筋コンクリート造（免震構造）一部鉄骨造、地下１階 

地上６階建て、延床面積２９，２１０㎡)の建設に係る建築工事一式 

(５)予定価格   非公表 

(６)最低制限価格 有 

(７)工事の実施形態 

ア 本工事は、価格及び価格以外の要素を総合的に評価し、落札者を決定する施工体制

確認型総合評価方式(以下「総合評価方式」という。)の適用工事である。 

イ 本工事は、契約締結後に設計内容・施工方法等の変更提案・変更協議を受け付ける

「契約後ＶＥ方式」の対象工事である。 

ウ 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成１２年法律第１０４号)

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた

工事である。 

 

４ 入札に参加する者に必要な要件に関する事項 

この工事の入札に参加することができる者は、入札参加資格を有すると認められた５者

の建設業者(以下「構成員」という。)により結成された該当する該当工事共同企業体(以

下「共同企業体」という。)であって、次に掲げる要件の全てに該当し、かつ、発注者に

より、この工事に係る入札参加資格及び共同企業体入札参加資格の確認を受け、その資格

を有すると認められた者とする。 

(１)地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 
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(２)入札参加資格確認申請書(以下「申請書」という。)の提出期限翌日からこの工事の入札

の日までの期間に、石川県並びに白山市、野々市市及び川北町の指名停止措置を受けて

いない者であること。 

(３)この工事に係る設計業務等の受注者若しくは当該受注者と資本関係又は人的関係がある

者でないこと。 

ア 「設計業務等の受注者」とは、次に掲げる者である。 

株式会社共同建築設計事務所 所在地 東京都新宿区 

イ 「資本関係又は人的関係がある者」とは、次の(ア)又は(イ)に該当する者である

(以下同じ。)。 

(ア)資本関係 

次のいずれかに該当する者とする。ただし、子会社(商法（明治３２年法律第４８

号）第２１１条の２第１項及び同条第３項の規定による子会社をいう。以下同

じ。)又は子会社の一方が会社更生法(平成１４年法律第１５４号)第２条第７項に

規定する更生会社(以下「更生会社」という。)又は民事再生法(平成１１年法律第

２２５号) 第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。 

a 親会社(商法第２１１条の２第１項及び同上第３項の規定による親会社をいう。

以下同じ。)と子会社の関係にある者 

b 親会社を同じくする子会社同士の関係にある者 

(イ)人的関係 

次のいずれかに該当する者とする。ただし、a については、会社の一方が更生会

社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除

く。 

ａ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている者 

b 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法

第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている者 

(ウ)その他、ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる者 

 (４)入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がある者でないこと 

(資本関係又は人的関係がある者の全てが同一共同企業体の構成員である場合を除く。) 

なお、当該関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に連絡を取ることは、問

題はない。 

(５)会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立てがなされている者でないこと(手続開始の決定後、別に定める手

続きに基づき一般競争入札参加資格の再認定を受けた場合を除く。)。 

(６)役員(役員として登記又は届出されていないが、事実上経営に参画している者を含

む。)が、暴力団員による不当な行為の防上等に関する法律(平成３年法律第７７号)第

２条第６号に規定する暴力団員、又は暴力団関係者(暴力団の構成員及び 暴力団に協

力し、又は関与する等、これと交わりを持つ者をいう。)と認められる者でないこと。 

(７)次に掲げる構成員１(代表者)の要件を満たす者１者、構成員２及び３の要件を満たす

者２者、構成員４の要件を満たす者２者により構成される共同企業体であること。 

ア 構成員１(代表者) 

次の要件を全て満たす者であること。 
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(ア)建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可に関わる主たる営業

所の所在地が石川県内にあること。 

(イ)令和５年度に実施された建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審

査の結果である経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(審査基準日が令和

４年１０月１日から令和５年９月３０日までの間にあるもの。)における建築一式

工事に係る総合評定値(以下「総合評定値」という。)が１，２００点以上であるこ

と。 

(ウ)上記(イ)における経営事項審査において、「建築一式工事」の年間平均完成工事

高が２０億円以上であること。 

(エ)公共機関（国、地方公共団体、公団または公社等）が発注した鉄筋コンクリート

造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造による病院の新築、増築又は改築(改修を

除く。)の延床面積が５，０００㎡以上の工事を元請として施工した(施工中である

ものを除く。)実績を有すること。ただし、共同企業体の代表者以外の構成員とし

ての実績である場合は、出資比率１５％以上の構成員として施工した(施工中であ

るものを除く。)実績を有すること。 

(オ)平成２１年度以降に、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造

による免震構造の建築物の新築、増築又は改築(改修を除く。)の延床面積が

５，０００㎡以上の工事を元請として施工した(施工中であるものを除く。)実績を

有すること。ただし、共同企業体の代表者以外の構成員としての実績である場合は、

出資比率１５％以上の構成員として施工した(施工中であるものを除く。)実績を有

すること。 

(カ)配置予定技術者に係る事項 

次の要件を全て満たす者を専任の主任(監理)技術者として配置できること。 

a ３箇月以上の雇用関係にある者 

b 一級建築士の資格を有する者、一級建築施工管理技士の資格を有する者又はこれ

らと同等以上の能力を有する者として国土交通大臣が認定した者であって、かつ監

理技術者の資格を有する者 

ｃ 過去に病院の建設現場の技術者として参加したことのある者 

イ 構成員２及び３ 

 次の要件を全て満たす者であること。 

(ア)建設業法第３条第１項の許可に関わる主たる営業所の所在地が石川県内にありか

つ、委任先営業所の所在地が白山市、野々市市又は川北町地内にあること。 

(イ)令和５年度に実施された建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審

査の結果である経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(審査基準日が令和

４年１０月１日から令和５年９月３０日までの間にあるもの。)における建築一式

工事に係る総合評定値(以下「総合評定値」という。)が１，０００点以上であるこ

と。 

(ウ)上記(イ)における経営事項審査において、「建築一式工事」の年間平均完成工事

高が構成員２は１０億円以上、構成員３は８億円以上であること。 

(エ)平成２１年度以降に、公共機関等(国又は地方公共団体、公団または公社等)が発

注した、鉄筋コンクリ－ト造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造による建築物の

新築、増築又は改築(改修を除く。)工事を元請として施工した(施工中であるもの

を除く。)実績を有すること。ただし、共同企業体の代表者以外の構成員としての
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実績である場合は、出資比率２０％以上の構成員として施工した(施工中であるも

のを除く。)実績を有すること。 

(オ)配置予定技術者に係る事項 

次の要件を全て満たす者を専任の主任(監理)技術者として配置できること。 

a ３箇月以上の雇用関係にある者 

b 一級建築士の資格を有する者、一級建築施工管理技士の資格を有する者又はこ

れらと同等以上の能力を有する者として国土交通大臣が認定した者であって、か

つ監理技術者の資格を有する者 

ウ 構成員４及び５ 

次の要件を全て満たす者であること。 

(ア)建設業法第３条第１項の許可に関わる主たる営業所の所在地が白山市、野々市市

又は川北町地内にあること。 

(イ) 令和５年度に実施された建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項

審査の結果である経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(審査基準日が令

和４年１０月１日から令和５年９月３０日までの間にあるもの。)における建築一

式工事に係る総合評定値(以下「総合評定値」という。)が７８０点以上であること。 

(ウ）上記(イ)における経営事項審査において、「建築一式工事」の年間平均完成工事

高が構成員４は６億円以上、構成員５は４億円以上であること。 

(エ)平成２１年度以降に、公共機関等(国又は地方公共団体、公団または公社等)が発

注した、鉄筋コンクリ－ト造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造による建築物の

新築、増築又は改築(改修を除く。)工事を元請として施工した(施工中であるもの

を除く。)実績を有すること。ただし、共同企業体の代表者以外の構成員としての

実績である場合は、出資比率２０％以上の構成員として施工した(施工中であるも

のを除く。)実績を有すること(ウ)配置予定技術者に係る事項 

（オ）次の要件を全て満たす者を専任の主任(監理)技術者として配置できること。 

    a  ３箇月以上の雇用関係にある者 

b  一級建築士もしくは二級建築士の資格を有する者、一級建築施工管理技師もしく

は二級建築施工管理技士の資格を有する者又はこれらと同等以上の能力を有する

者として国上交通大臣が認定した者 

(８)共同企業体は次に掲げる要件を満たすものであること 

ア 代表者は、構成員１(代表者)の要件を満たす者であって、出資比率が、構成員中最

も大きな者であること。 

イ 構成員の出資比率は１０％以上であること。 

(９)総合評価方式に係る技術提案(以下｢技術提案」という。)が適切であること。 

 

５ 共同企業体の結成に関する事項 

共同企業体の結成に当たっては、次の事項に留意すること。 

(１)この入札公告における工事の入札に参加資格確認申請をした共同企業体の構成員は、他

の企業と共同企業体を結成し、この入札公告における工事の入札に参加資格確認申請をす

ることができない。 

(２)構成員の配置予定技術者は、二人まで同時に申請することができる。 

また、同一の技術者を重複して複数の工事の配置予定技術者とすることは差し支えない

が、他の工事を落札したことにより申請した配置予定技術者を配置することができなくな

ったときは、直ちに提出した申請書の取り下げ又は入札の辞退を行うこと。これらの行為
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を行わない入札は無効とし、場合によっては、当該入札者については指名停止の措置を行

うことがある。 

なお、この工事の配置予定技術者については、「建設工事の技術者の専任等に係る取扱

いについて(改正) (平成２６年２月２０日付監第２７２２号」による主任技術者の兼務を

認めない。 

 

６ 総合評価に関する事項 

(１)本工事の総合評価に関する評価項目は、次のとおりとする。 

ア 技術提案 

次の提案について評価する。提案書の書式は任意とし、1 項目に付きＡ４用紙１枚

程度とする。 

(ア)施工面積が１０，０００㎡を超える大規模な免震層における、免震装置の施工に

係る品質確保計画及び工程管理計画について、留童すべき点や工夫すべき点につい

ての提案 

(イ)掘削困難な建設地における、地下躯体の施工に係る品質確保計画(山留、止水等)

及び掘削土壌の再利用計画(又は処分計画)について、留意すべき点や工夫すべき点

についての提案 

(ウ)診療を行っている既存病院や周辺の住宅等に配慮した、建設工事の安全確保計画、

環境保全計画(騒音・振動の低減等)及び地域貢献計画(周辺の美化等) について、留

意すべき点や工夫すべき点についての提案 

(エ)免震構造の病院建設工事であることを踏まえた技術者の配置計画、設備工事や医療

機器設置工事等の別発注工事に配慮した、幹事会社としての施工管理体制及び工程管

理計画について、留意すべき点や工夫すべき点についての提案(なお、技術者の配置

計画において、５，０００㎡以上の免震構造の建築物や病院の工事経験者を配置する

場合は、工事経験が確認できる書類を添付すること。) 

イ 不正行為 

令和２年３月２０日以降に競売入札妨害罪、談合罪又は独占禁止法違反に関する指名

停止措置を受けた者のうち、技術資料提出期限の翌日時点で指名停止の終期の翌日から

起算して６箇月を経過していない場合は、加算点を減じる。 

ウ 施工体制 

(ア)品質確保に対する懸念について、ヒアリング及び提出された資料により、その実効

性を評価する。(品質確保の実効性) 

(イ)施工体制確保に対する懸念について、ヒアリング及び提出された資料により、その

確実性を評価する。(施工体制確保の確実性) 

(２)総合評価の方法 

ア 基礎点 

入札説明書等に記載された要求要件を実現できると認められる場合は、基礎点とし

て１００点を与える。 

イ 加算点及び施工体制評価点 

総合評価に関する評価項目を評価し、加算点及び施工体制評価点を与える。 
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(ア)加算点 

技術提案及び不正行為について、下表のとおり評価する 

評価項目 評価内容 評価基準 評点 

技術提案 施工面積が１０，０００

㎡を超える大規模な免震

層における、免震装置の

施工に係る品質確保計画

及び工程管理計画につい

て留意すべき点や工夫す

べき点についての提案 

 

現場状況等を踏まえた課

題への提案が的確であり、

重要な項目が記載され独自

の工夫がみられるものを優

位に、現場状況等を踏まえ

た課題への対応が的確であ

り一般的な項目の記載並び

に工夫があるものを中位

に、優位と中位の中間にあ

るものをやや優位に、課題

を理解した提案だが、工夫

がみられないものを低位

に、中位と低位の中間であ

るものをやや低位に、課題

を理解しないものを０点に

評価する。 

なお、過度な費用負担を

要する(オーバースペック

な) 技術提案は評価しな

い。 

また、各評価内容につい

て、未記入の場合、内容が

かけ離れている場合、内容

を理解していない等、内容

が不適切な場合は欠格とす

る場合がある。 

１０ 

～ 

０ 

掘削困難な建設地にお

ける、地下躯体の施工に

係る品質確保計 画(山

留、止水等)及び掘削土

壌の再利用計画(又は処

分計画にについて、留意

すべき点や工夫すべき点

についての提案 

１０ 

～ 

０ 

診療を行っている既存

病院や周辺の住宅等に配

慮した、建設工事の安全

確保計画、環境保全計画

(騒音・振動の低減等)及

び地域貢献計画(周辺の

美化等)について、留意

すべき点や工夫すべき点

についての提案 

１０ 

～ 

０ 
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 免震構造の病院建設

工事であることを踏ま

えた技術者の配置計

画、エネルギーセンタ

ー棟工事、設備工事な

ど同時施工の別発に配

慮した、幹事会社とし

ての施工管理体制及び

工程管理計画につい

て、留意すべき点や工

夫すべき点についての

提案 (なお、技術者の

配置計画において、

５，０００ ㎡以上の免

震構造の建築物や病院

の事経験者を配置する

場合は、工事経験が確

認できる書類を添付す

ること。) 

 

１０ 

～ 

０ 

不正行為 令和３月２０日以

降に競売入札妨害、

談合罪又は独占禁止

法違反に関する指名

停止措置を受けた者

のうち、技術資料提

出期限の翌日時点で

指名停止の終期の日

から起算して６箇月

を経過していない者 

該当する者が共同企業体の代表

者である場合は２点を、代表者以

外の構成員である場合は２点に当

該構成員の出資比率を乗じて得た

点数を減じる。 

なお、共同企業体に該当する者

が複数ある場合は、その合計点を

減じる。 

加算点  合計 ４０点 
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(イ) 施工体制評価点 

施工体制について、下表のとおり評価する。 

評価項目 評価内容 評価基準及び評点 

施工体制 品質確保に対する

懸念について、ヒア

リング及び提出され

た資料により、その

実効性を評価する。

(品質確保の実効性) 

工事の品質確保のための適切な施

工体制が十分に確保され、入札説明

書等に記載された要求要件をより確

実に実現できると認められる場合： 

１５点 

工事の品質確保のための施工体制

のほか、適切な施工体制が概ね確保

され、入札説明書等に記載された要

求要件を確実に実現できると認めら

れる場合:５点 

その他:０点 

施工体制確保に対

する懸念について、

ヒアリング及び提出

された資料により、

その確実性を評価す

る。(施工体制確保

の確実性) 

工事の品質確保のための施工体制

のほか、必要な人員及び材料が確保

されていることなどにより、適切な

施工体制が十分に確保され、入札説

明書等に記載された要求要件をより

確実に実現できると認められる場

合： １５点 

工事の品質確保のための施工体制

のほか、必要な人員及び材料が確保

されていることなどにより、適切な

施工体制が概ね確保され、入札説明

書等に記載された要求要件を確実に

実現できる認められる場合：５点 

その他：０点 

施工体制評価点 合計 ３０点 

ウ 評価値 

価格及び価格以外の要素として提示された性能等に係る総合評価は、入札価格が予

定価格の制限の範囲内である入札者について、基礎点、加算点及び施工体制評価点の

合計を、当該入札者の入札価格で除して得た値(以下「評価値」という。) をもって行

う。 

評価値= (基礎点＋加算点＋施工体制評価点) ／入札価格 

(３) 施工体制評価のためのヒアリングの実施 

施工体制の評価に当たっては、入札者が、どのように施工体制を構築し、それが施工内

容の実現確実性の向上につながるかを審査するため、予定価格の制限の範囲内の価格で

申し込みをした全ての入札参加者に対して、開札後、速やかにヒアリングを実施する。 

ア 実施日 

令和６年１１月２７日(水) 
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イ 実施方法 

開札後、別途通知する。 

ウ ヒアリングのための追加資料の提出 

入札者のうち、入札価格が調査基準価格に満たない者に対しては、ヒアリングのため

の追加資料の提出を求める。 

追加資料を提出すべき旨の連絡は、令和６年１１月２５日(月)午後５時までに入札者

に対し通知するので、当該通知を受けた者は、追加資料を 令和６年１１月２６日（火） 

午後５時までに提出すること。 

なお、追加資料の再提出及び提出後の修正は認めないものとする。 

エ その他 

ヒアリングへの出席は、配置予定技術者(複数名で申請した場合は最低１名) を必ず含

め、資料の説明が可能な者をあわせ、３名以内とする。 

要請のあった追加資料の提出を行わない場合及びヒアリングに応じない場合は、入札

に関する条件に違反した入札として入札書を無効とすることがある。 

(４)落札者の決定方法 

ア 次に掲げる要件に該当する入札者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。ただ

し、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされない恐れがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが

公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著しく不適当であると認めるときは、

その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札し、発注者の定め

る最低限の要求要件を全て満たして入札した他の者のうち、評価値の最も高い者を落札

者とする。 

(ア)入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

(イ)技術提案の内容が最低限の要求要件を満たしていること。 

  (ウ)評価値が基礎点(１００点)を予定価格で除した数値に対して下回らないこと。 

イ 評価値の最も高い者が２者以上あるときは、該当者にくじを引かせて落札者を決定す

る。 

(５)技術提案の内容の遵守 

施工に当たっては、事前に提出し適正とされた技術提案の内容を遵守すること。ただし、

発注者との協議により、技術提案の内容以上と認められるものについては、これに基づく

施工を認める。 

また、施工条件の変更、災害等、受注者の責に帰さない事由により、技術提案に影響を

及ぼす場合については、現場の状況により、必要に応じて発注者と協議すること。 

受注者の責により、技術提案の内容が遵守されない場合は、次の措置を講じるものとす

る。 

ア 受注者に再度の施工を行わせることが合理的であると発注者が認めた場合には、再

度の施工を求めるとともに、工事成績評定点を５点減点する。 

イ 受注者に再度の施工を行わせることが合理的でないと発注者が認めた場合には、工

事成績評定点を５点減点するとともに、検査等によって確認された当該技術提案等の状

況に基づき加算点の再計算を行った場合に、次に定める受注者の落札時における評価値

を確保するのに見合う金額と受注者の当初請負代金額との差額の支払いを受注者に請求

する。 

 違約金＝Ｃ―Ｃ' 

（１００＋α）／Ｃ＝（１００＋β）／Ｃ’ 

∴Ｃ’＝（１００＋β）／（１００＋α）×Ｃ 

Ｃ：当初の契約金額 

α：当初の加算点及び施工体制評価点の合計点 

Ｃ’：達成度合いに応じた契約金額 
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β：達成度合いに応じて再計算した加算点及び施工体制評価点の合計点 

 

７ 入札説明書等の交付方法等に関する事項 

(１)入札説明書及び設計書等の交付期間及び方法 

ア 交付期間 

令和６年１０月２２日(火)から令和６年１１月２０日(水)午後５時まで 

イ 交付方法 

入札に係る設計図書の交付を希望する者は、「入札資料交付申請書」に必要事項を記

入し、「12.問い合わせ先」まで提出することで設計図書及び設計書を受け取ることがで

きる。 

なお、「入札資料交付申請書」を提出できる建設業者は、共同企業体の代表者資格を

有する建設業者に限る。 

(２)質問の受付及び回答 

入札説明書及び設計図書等について、質問がある者は、簡易な事項に関するものを除き、

次に従い、質問書(指定様式にて)を提出すること。 

ア 受付期間及び方法 

令和６年１１月１日(金)から令和６年１１月５日(火)午後５時までに白山石川医療

企業団経営企画課に電子メール(keiri@mattohp.jp)により提出すること。 

イ 回答方法 

質問に対する回答は、令和６年１１月８日（金）午後5時までに電子メールにより行

う。 

 

８ 入札参加資格の確認手続き等に関する事項 

この工事の入札に参加を希望する共同企業体は、次に従い、発注者の入札参加資格の確認

及び共同企業体入札参加資格の審査を受けなければならない。 

(１)申請書等の受付期間及び方法 

申請書及び入札参加資格確認資料 

令和６年１０月３１日(木)までに白山石川医療企業団経営企画課に、次の書類各１部を

郵送(書留郵便とし、受付期限内必着とする。)すること。 

(ア)建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 

(イ)建設工事共同企業体協定書(甲) 

(ウ)構成員の直近の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し 

(エ)同種又は類似工事の施工実績が確認できる請負契約書等の写し 

(オ)配置予定技術者等の資格及び工事経験が確認できる書類(主任(監理)技術者の資格

及び免許書等並びに監理技術者にあっては国士交通大臣の登録を受けた講習の修了証

明書、現場代理人及び主任(監理)技術者等選任届、コリンズカルテ等)の写し 

(カ)別に定める「建設工事等の発注における関係会社等の同一入札参加制限について」

に基づく業態調書 

 

(２)入札参加資格確認結果の通知 

入札参加資格の確認は、上記４(２)に定める条件を除き、申請書の提出期限の日現在の

事実をもって行い、その結果は、当該申請書を提出した者に対し、令和６年１１月６日

(水)までに電子メールにより通知する。 

 



11 
 

(３)入札参加資格否認の理由の説明 

入札参加資格がないと認められた者は、次に従い、発注者に対し、その理由の説明を求

めることができる。 

ア 請求期間及び方法 

通知があった日から７日以内(白山石川医療企業団の休日を定める条例(平成２９年白

山石川医療企業団条例第６号)第１条第１項に規定する企業団の休日を除く。) に書面

により、白山石川医療企業団経営企画課に提出すること。 

イ 回答方法 

説明を求めた者に対し、書面により回答する 

(４)その他 

ア 申請書及び資料の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された申請書及び資料は、競争入札参加資格の確認以外に提出者に無断で使用

しない。 

ウ 提出された申請書及び資料は返却しない。 

エ 提出期限以降における申請書及び資料の差し替え又は再提出は認めない。 

９ 入札手続きに関する事項 

(１) 入札書(見積内訳添付)の受付期間及び方法 

   入札日当日に提出 

総合評価方式に係る技術資料(任意書式による。)も同様。 

(２)入札保証金は免除する。 

(３)開札日時及び場所 

令和６年１１月２２日(金)午前１０時 

白山市倉光三丁目８番地 公立松任石川中央病院北棟１階 講義室 

(４)入札に関する注意事項 

ア 入札参加者は、入札心得、設計図書、仕様書、契約書案及び現場等を熟覧のうえ、入

札すること。従って、入札後において不知又は不明を理由として異議を申し立てること

はできないものとする。 

イ 落札者の決定に当たっては、入札書に記載された当該金額の１００分の１０に相当す

る額を加算した金額(当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた金額)をもって落札価格とするので、入札参加者は、見積もった契約希望金額の

１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること 

ウ 入札参加資格を有すると認められた者が入札を希望しないときは、入札に参加しない

ことができる。この場合、入札に参加しないことを理由に不利益な取扱いは行わない。 

エ 入札参加資格のない者、申請書又は提出した資料に虚偽の記載をした者、入札書に見

積内訳書を添付しない者並びに入札に関する条件及び入札心得に違反した者の入札書は、

無効とする。また、入札心得に定める無効の入札書に該当する入札についても、無効と

する。 

(５)落札者決定予定日 

令和６年１１月２９日(金) 

(６)入札結果の公表 

契約締結後、白山石川医療企業団ホームページにおいて公表する。 
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１０ 契約の条件に関する事項 

(１)契約書の要否 

落札者は、落札決定の通知を受けた日から起算して５日以内(当該期間内に県の休日に

当たる日があるときは、その日を加算した期間)に契約書案による契約書を作成し、契約

を締結しなければならない。 

(２)契約保証金 

落札者は、白山石川医療企業団財務規程第７４条の規定により契約保証金を納付するこ

と。ただし、同規程の規定により、契約保証金に代えて担保を提供し、又は納付の免除を

受けることができる。 

(３)工事代金の支払条件等   

ア 前金払について 

落札者は、保証事業会社と契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工事の

前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第５項に規定する保

証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を甲に寄託して請負代金額

の１０分の４以内の前払金の支払を発注者に請求することができる。 

  イ 部分払について 

落札者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製

造工場等にある工場製品（第 13 条第２項の規定により監督員の検査を要するものにあ

っては当該検査に合格したもの、監督員の検査を要しないものにあっては設計図書で部

分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金額相当額の１０分

の９以内の額について、部分払を請求することができる。ただし、この請求は、工期中

白山石川医療企業団財務規程第９０条第２項に規定する回数を超えることができない。 

 

１１ その他 

(１)入札及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(２)契約後ＶＥ方式に係る提案 

契約締結後、発注者・受注者双方は計画する医療機能の変更による設計変更や設計図書

に定める工事の目的物の機能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを

可能とする施工方法に係る設計図書の変更について、協議・提案することができる。 

この場合において、当該提案が適正と認められる場合は、設計図書を変更し、必要が

あると認められるときは、請負代金額の変更を行うものとする(詳細は、特記仕様書によ

る。)。 

(３)配置予定技術者の専任性の確認 

落札者決定後、コリンズ等により配置予定の監理技術者及び主任技術者の専任性違反の

事実が確認された場合は、契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを得な

いものとして承認された場合を除き、申請書の差し替えは認めない。 

なお、病気等特別な理由により、やむを得ず配置予定技術者を変更する場合は、配置予

定技術者に係る事項に掲げる基準を満たし、かつ変更前の配置予定技術者と同等以上の者

を配置すること。 

(４)調査基準価格を下回った価格での入札 

調査基準価格を下回った価格をもって契約する者は、石川県並びに白山市、野々市市及

び川北町が発注した工事のうち、入札日から過去２年以内に完成した工事又は入札時点で

施工中の工事に関して、次のいずれかに該当する場合は、配置予定技術者とは別に同一要

件を満たす技術者を専任で１名現場に配置すること。 

ア ６５点未満の工事成績評定を通知された者 
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イ 発注者から施工中又は施工後において工事請負契約書に基づいて修補又は損害賠償を

請求された者。ただし、軽微な手直し等は除く。 

ウ 品質管理、安全管理に関し、指名停止又は監督員から書面により警告若しくは注意の

喚起を受けた者 

エ 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者 

なお、当該技術者は施工中、主任(監理)技術者を補助し、同様の職務を行うものとし、

現場代理人及び主任(監理)技術者の兼務は認めない。 

  また当該技術者を求めることとなった場合には、その者の氏名その他必要な事項を主任

(監理)技術者の通知と同様に発注者に通知すること。 

(５)入札手続きにおける交渉の有無 

   無 

(６)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随意契

約により締結する予定の有無 

   有 

(７)苦情の申立て 

本手続きにおける入札参加資格の確認その他手続きに不服があるものは、苦情申し立て

を行うことができる。 

(９)提出した申請書等に虚偽を記述した者については、「白山市建設工事請負業者の指名停止

に関する要領」に基づき指名停止を行うことがある。 

 

１２ 問い合わせ先 

白山石川医療企業団経営企画部経営企画課 

郵便番号 ９２４－８５８８ 

所在地  石川県白山市倉光三丁目８番地 

電話番号 ０７６-２７５-２２２２ 


